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｜ニュースの眼 

 

● 東京都大田区での、外国人向け民泊を可能とする国家戦略特区の活用に向けた動き 

東京都大田区は、9 月 29 日の第 7 回東京都都市再生分科会にて、国家戦略特区による旅館業法の

適用除外を活用して、外国人を対象とした「民泊」を可能とする考えを示した。これを受けて、10

月 14日の第 6回東京圏国家戦略特別区域会議では、大田区の事業実施計画が新たに区域計画に追加

された。 

国家戦略特別区域法施行令は、７～10 日までの範囲で最低滞在期間を条例で定める必要があると

定めている。このため大田区は、「最低滞在期間 7日以上」、「区による立入調査権限」、「近隣住民へ

の事前説明」を定めた条例案をまとめ、平成 27年中の制定を目指す。 

実施可能地域は、区域計画で定められ、「建築基準法 48 条により『ホテル・旅館』の建築が可能

な用途地域（第１種・第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域）に所

在する施設（第１種住居地域にあっては 3,000㎡以下）」が対象となる。 

観光経済新聞などの報道によると、東京都ホテル旅館生活衛生同業組合は、当初は反対の姿勢を

示していたものの、民泊施設が行政に登録されることで違法施設が浮き彫りになる、我々の要望が

通っている等との理由から、方針を転換し、条例の制定を容認している。 

民泊は、Airbnb等のインターネットによる民泊仲介サービスの登場とあいまって、2020年東京五

輪に向けての外国人向け宿泊施設の不足を解消する手段として期待する声もある。 

大田区と同様の条例を制定する動きは大阪でも見られる。大阪府では、滞在期間 7 日以上の場合

に限ってマンションなどの空き部屋の活用を特例として認める条例が、平成 26 年 10 月に一度否決

されたものの、立入調査の実施などを条項に盛り込む修正ののち、10月 27日に府議会で可決された。

条例の対象は、保健所を持つ政令指定都市（大阪市、堺市）と中核市（東大阪市、枚方市、豊中市、

高槻市）を除いた府内 37市町村。なお、大阪市でも同様の条例の年内制定を目指して現在審議中で

ある。 

ただ、今回の大田区の条例が仮に成立したとしても、7日未満の滞在や実施区域外での民泊営業、

イベント開催時以外の民泊営業については、従来と同じく違法性の高い状態のままとなる。 
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図 実施可能地域（出典：第 7回東京都都市再生分科会 大田区資料） 

 

東京圏 国家戦略特別区域会議 第 6回（平成 27年 10 月 14日） 

東京都都市再生分科会 第７回（平成 27年 9 月 29日） 

 

 

 

  

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/151014goudoukuikikaigi.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/tokyoken/tokyotoshisaisei/dai7/shiryou.html
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● 活用できる空き家は 48万戸 

10月 26日に開催された社会資本整備審議会住宅宅地分科会において、次期住生活基本計画策定に

向け、空き家の現状と対策等が検討された。 

2013 年度時点での空き家の総数は約 820 万戸で、そのうち賃貸用、売却用、別荘を除いた「その

他（持ち家）」の空き家は約 320万戸。そのうち耐震基準を満たすものが約 184万戸、そのうち腐朽・

破損のないものが約 103 万戸と推計された。さらに立地を最寄駅から 1km 以内とした「活用可能な

その他空き家」は、全国で約 48万戸と推計された。 

 

図 利用可能なその他空き家の推計 

 

「空き家の現状と論点」（国土交通省 社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 42 回）） 
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http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/house02_sg_000113.html
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● 地図上でマンション価格がわかる地図 各社運用開始 

米国では、Zillow が不動産の想定取引価格を地図上に表示するサービスを従来から展開している

が、日本においても 2015 年 10 月から、中古マンションの想定取引価格を地図に表示するサービス

を各社が開始した。これにより、中古物件の実勢価格の周辺相場との比較が容易になる。以下、各

社が提供する「マンション実勢価格地図」の特徴を紹介する。 

 

マンションマップ（住まいサーフィン／スタイルアクト株式会社） 

マンション名・総戸数・㎡単価・70㎡換算の物件価格を表示。対象地域は首都圏。 

 

 

全国マンション価格まるわかりマップ（マンションリサーチ株式会社） 

マンション名・㎡単価（任意の㎡換算の物件価格）を表示。対象地域は全国。 

 

 

マンションスコアマップ（株式会社マンションマーケット） 

マンション名・モデル住戸（階数、間取り、専有面積）の価格を表示。対象地域は東京 23区。 

 

https://www.sumai-surfin.com/mansionmap/
https://t23m-navi.jp/maps
https://mansion-market.com/mansions/map_search#lat35.653689,lng139.76363800000001,z11
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HOME’S PRICE MAP（株式会社ネクスト） 

マンション名・モデル住戸（階数、間取り、専有面積、バルコニー、面積、採光面）の価格（幅）

を表示。対象地域は首都圏。過去の HOME’Sへの掲載価格（賃料）を基に算出。 

 

 

Zillowとの比較 

約 1億件の不動産の詳細情報を有する米 Zillowは、物件の想定価格、過去の取引時点の価格、近

隣の類似物件の価格等、様々な情報を地図に表示するサービスを行っている。なお、対象エリアは

米国全土、対象不動産は戸建、共同住宅、土地を含む。上記の日本国内の「マンション実勢価格地

図」とは、情報の量・質ともに大きな差があるが、日本国内のサービスは始まったばかりであり、

今後の展開が期待される。 

 

 

 

http://www.homes.co.jp/price-map/
http://www.zillow.com/

